
契約社員就業規則




株式会社CSILead 


第1章 総則
（目的）
第1条 この就業規則（以下「規則」という）は、株式会社CSILead（以下「会社」という）の就業規則第４条に基づき契約社員として雇用された者（以下「契約社員」という）の労働条件、服務規則その他就業に関する事項を定めるものである。
　　２　この規則に定めのない事項は労働基準法、その他関係法令の定めるところによる。

（定義）
第2条 この規則において「契約社員」とは、第２章の定めにより採用され
雇用契約書を交わした者で、会社内の定常業務や請負、受託業務を行う者をいう。

（相互義務）
第3条 会社及び契約社員は、就業規則及び雇用契約を守り、お互いに協力して
業務の運営に当たらなければならない。

第2章 採用及び労働条件
（採用）
第4条 会社は、契約雇用を希望する者より選考の上、必要に応じて採用する。
　　２　採用にあっては、労働条件を明示し個別に雇用契約を結ぶものとする。
　　　　労働条件を拒否した場合には、雇用契約を締結しない。
　　３　契約社員（無期雇用を含む）は、会社指定の就業場所で業務に従事するものとする。
　　４　新たに契約社員として採用された者は、次の書類を提出しなければならない。

1 履歴書
2 住民票記載事項証明書
3 健康診断
4 雇用契約書
5 法令及び官公署の要求する書類
6 その他会社が必要とする書類






（個人情報）
第5条 契約社員（無期雇用を含む）は個人情報を申告・提供する場合は
正確な個人情報を申告・提供しなければならない。
　　２　会社は、契約社員（無期雇用を含む）の個人情報を、選考、人事労務、給与管理、健康管理、安全管理、勤務状況の証明等、その他これらに準ずる目的に利用する。
　　３　会社は、前項の目的の為、委託事業者へ提供する場合がある。
　　
（試用期間）
第6条 契約社員（無期雇用を含む）の試用期間は３ヶ月とする。
会社は試用期間終了の際、不適格と認められた場合は契約を行わない。

（異動）
第7条 業務の都合により契約社員（無期雇用を含む）の職種を変更することがある。
この場合に契約社員（無期雇用を含む）は正当な理由がない限り、
職種の変更を了承する事とする。
　　２　職種変更となった場合は、再度雇用契約を行う。

（休職）
第8条 契約社員（無期雇用を含む）が次の各号に該当するときは、休職を発令する。
1 業務外の傷病により引き続き長期間欠勤し、その期間が一か月を超えた場合
2 前号のほか、特別の事情があって休職することが適当と認めた場合
　２　休職期間は３ヶ月とする。（前号の１ヶ月を含む）
　３　休職期間中の給与は支給しない。
　４　休職期間満了前に休職事由が消滅した時は、休職を解き、復職させる時はこの旨を本人に通知する。
　５　復職時に契約期間が終了していれば再度契約を行う。

（退職）
第9条 契約社員（無期雇用を含む）が次の各号に該当した時は、解雇するものとする。
1 死亡したとき
2 契約期間が終了したとき
ただし、雇用期間が明確であり、かつ双方合意の上契約期間を更新しなかった場合に限る。
3 退職希望が認められたとき
4 雇用契約を締結しないとき。
5 休職期間満了のとき


（退職願の届出）
第１０条　契約社員（無期雇用を含む）は契約期間終了まで職務に従事する。
　　　１　無期雇用の場合は雇用契約の退職の項に準ずる。
　　　２　契約社員（無期雇用を含む）からの申し出により、やむを得ない場合は
　　　　　退職願提出の上、雇用契約を破棄する場合がある。

（解雇）
第１１条　第９条第４号 次の各号に該当したときは雇用契約を行わない。
1 事業縮小、閉鎖により剰員となったとき
2 勤務能力が著しく低く勤務に耐えられないと認めたとき
3 甚だしく勤務が怠慢なとき
4 この規則に違反したとき。または業務上の指示命令に違反したとき
5 遅刻、早退、外出、欠勤が多く勤務が不適当と認められたとき
6 就業秩序、規律に違反し、これを乱したとき
7 第４２条の懲戒解雇に該当したとき
8 その他前各号に準ずる事由があるとき

（解雇予告）　
第１２条　会社は前条による雇用契約をしない場合、１０日前までに予告する。

（解雇制限）
第１３条　前条の規定に関わらず、次の各号に該当する期間は解雇しない。
　　　　２　業務上で負傷し、または疫病にかかり、養療のため休業する期間
　　　　３　産前産後の女子従業員が、第２９条第1項第5号の規定により休業する期間
　　　　４　前号、その後30日の期間










（正規雇用転換）
第14条　会社は契約社員（無期雇用を含む）が転換要件を満たした場合、
         正規雇用へ転換することがある。
①要件は次の通り。
１　勤務実績が半年以上であること。
２　本人が正社員転換を希望していること。
３　勤務態度・実績が良好であること。
４　面談・研修を行い成績、態度が良好であること。
　　②転換時期
　  　 １　転換時期は、原則として毎月１日とする
　　　　　　ただし会社が許可した場合は、この限りではない。
　　③選考方法
　　　 １　面談を実施する。
　　　 ２　他社員へ勤務態度の聞き取りを実施する
　　　 ３　研修中の態度・意欲を評価する。
　　   ４　上記３項目を総合的に評価し判断すする。

第3章 勤務
（勤務日および労働時間）
第１５条 契約社員（無期雇用を含む）の勤務日は、取引先等との委託契約、警備業法及び労働基準法第４１条第３号を基に、有期雇用契約書で定める。
２ 前項において契約した始業、終業の時刻は委託契約及び法改正の都合によりこれを繰上げ、あるいは繰下げて変更することがある。


（１勤務の拘束時間）
第１６条 １勤務の拘束時間は、１２時間以内とする。

（休 息 時 間）
第１７条 休息時間は、勤務と次の勤務との間に１０時間以上を確保する。


（休 日）
第１８条 休日は所要の休息時間に２４時間を加算して得た継続した時間とし、１ヵ月に
２日以上の休日を与える。


（年次有給休暇）
第１９条 採用後６ヵ月継続勤務し、全労働日の８割以上を出勤した者に対して、継続し又は分割した年次有給休暇を与える。
２ 付与日数は、各人の所定労働日数および勤続年数に応じて、労働基準法第３９条により与える。
３ 当該年度に残日数がある場合は翌年度に限り繰り越すことができる。
      ※但し、繰越された有給休暇がある場合には、新規に取得した有給休暇から付与する。
４ 年次有給休暇は本人の請求のあった時季に与える。ただし、業務の都合により
やむを得ない場合はその時季を変更することがある。
５ 年次有給休暇の期間については通常の給与を支払う。
６ 年次有給休暇が10日以上与えられた労働者に対しては、付与日から1年以内に
　当該労働者の年次有給休暇のうち5日について、会社が労働者の意見を聴取し、
　その意見を尊重した上で、時期を指定して取得させる。
なお、年次有給休暇を取得した場合においては、当該取得した日数を5日から控除
するものとする。


（慶弔休暇）
第２０条　契約社員（無期雇用を含む）が次の各号に該当する事由により、休暇を申請した場合には、慶弔休暇を与える。
1 子女及び兄弟結婚のとき　　　１日
2 服喪のとき
１，配偶者のとき　　　２日
２，養子を含む子女及び父母のとき　　２日　　（養父養母父母を含む）
３，配偶者の父母のとき　　　　１日　　　（養父養母父母を含む）
４，本人または配偶者の兄弟姉妹のとき　　１日
　　　２　慶弔休暇に対しては無給とする。


（育児休暇）
第２１条　契約社員（無期雇用を含む）のうち、１歳に満たない子の養育する必要があるときは、会社に申し出て育児休暇を取得することができる。
　　　２　育児休暇は無給とする
　　　３　育児休暇中に契約期間が終了した場合、復職時に再度雇用契約を行う。


（介護休暇）
第２２条　契約社員（無期雇用を含む）のうち必要があるときは、会社に申し出て介護休暇を取得する事ができる。
　　　２　介護休暇は無給とする。
[bookmark: _Hlk132037064]　　　３　介護休暇中に契約期間が終了した場合、復職時に再度雇用契約を行う。

（出退勤手続）
第２３条　契約社員（無期雇用を含む）は、始業及び終業の時刻を厳守し、
出退勤は所定の場所において、出退勤を所定の方法により報告しなければならない。

（遅刻または早退）
第２４条　やむを得ない事由により遅刻または早退となる時は、会社の承認を受けなければならない。

（外出）
第２５条　就業時間中の私用外出は原則として認めない。
ただし、やむを得ない事由により会社の許可を受けて外出するときは、この限りではない。



（欠勤）
第２６条　病院その他やむを得ない事由により欠勤しようとするときは、会社に届けなければならない。

（服務の原則）
第２７条　契約社員（無期雇用を含む）はこの規則で定めるもの、業務上の指示命令に従い、自己の業務に専念し、作業能率の向上に努力するとともに、お互いに協力して職場の秩序を維持しなければならない。

(服務の心得)
第２８条　契約社員（無期雇用を含む）は、次項を遵守しなければならない。
1 常に健康に留意し、元気溌剌とした態度をもって就業すること。
2 職務の権限を越えて、専断的なことは行わないこと。
3 会社、隊長への報告、連絡、相談を怠らないこと。
4 常に品位を保ち、会社の名誉を害し、信用を傷つけることはしないこと。
5 職場の備品を大切にし、消耗品を節約すること。
6 職場の整理整頓に努め清潔を保つようにすること。
7 勤務時間を励行し、職場を離れるときは所在を明らかにし、また作業を妨害し
または職場の風紀秩序を乱さないこと。
8 喫煙に際しては防火に留意し、くわえタバコをしないこと。
9 酒気を帯びて就業をしないこと。
10 職場において政治活動、宗教活動をしないこと。
11 職場において許可なく業務に関係ない集会をし、印刷物を配布し、または掲示等をしないこと。
12 許可なくほかの会社の役員もしくは従業員となり、または会社の利益に反するような業務に従事しないこと。
13 許可なく社用以外の目的で社名を使用しないこと。
14 前号のほか、これに準ずるような従業員としてふさわしくない行為をしないこと。


第4章 給 与 等

（給与）
第29条　契約社員（無期雇用を含む）の給与は、次のとおりとする。
1 基　本　給　　雇用契約書のとおり
2 通勤手当　　　合理的な通勤経路の費用を折半とする。


（給与の計算）
第30条　給与は前月1日から月末までの給与を翌月20日に支給する。
　　　　ただし、支給日が休日にあたる場合は原則として前日に繰り上げて支給する。


（給与の支給）
第31条　前条の給与は通貨で直接本人に全額支給する。
　　　　　ただし、本人が口座振り込みを希望するなら振込支給とする。


（遅刻、早退等の給与）
第32条　遅刻、早退、外出その他勤務時間中職場を離れる場合は、給与より時間割計算をもって差し引くものとする。


（非常時払い）
第33条　契約社員（無期雇用を含む）が、次の各号に該当した場合は給与支給日前であっても、本人または受給権者の請求により既住の労働に対する給与を支給する。
1 死亡したとき
2 退職し、または解雇されたとき
3 本人または、その収入によって生計を立てる者が、疫病、その他災害をを受け臨時出費を必要とするとき

（賞与）
第34条　会社は毎年夏季および年末の賞与支給日に在籍する契約社員（無期雇用を含む）に対し、会社の業績、勤務成績等を勘案して賞与を支給する場合がある。

（退職金）
第35条　契約社員（無期雇用を含む）の退職金は支給しない。

第5章 安全衛生
（安全衛生）
第36条　会社は契約社員（無期雇用を含む）の安全衛生に関し、積極的な処置を講ずるものとし、契約社員（無期雇用を含む）は常に安全及び衛生に関する規定及び通達、指示を厳守し、その予防に留意しなければならない。

（健康診断）
第37条　会社は1年に一回程度、自主的に健康診断を受けるように勧める。

第6章 災害補償
（災害補償）
第38条　契約社員（無期雇用を含む）が業務上負傷し疫病にかかり、あるいは死亡した場合は労働災害補償保険法の定めるところによる。


（通勤災害）
第39条　契約社員（無期雇用を含む）が所定の通勤途上において負傷し疫病にかかり、あるいは死亡したとき、すべて労働災害補償保険の定めるところによる。



第7章 表彰および懲戒
（表彰事項）
第40条　契約社員（無期雇用を含む）が、次の各号に該当する場合は審査の上表彰する。
1 業務上有益な改良または工夫考案したもの
2 善行があり衆の模範となるもの
3 業務能力が著しく優れているもの
4 災害を未然に防止し、または非常の際にとくに功労のあったもの
5 会社の名誉となるような行為をしたもの
6 その他前各号に準ずる程度の行為、または功労があると認められたもの


（表彰方法）
第41条　前条の表彰は、次の１または２以上を併せて授与して行う。
1 賞状
2 賞品
3 賞金


（懲戒の種類）
第42条　契約社員（無期雇用を含む）の懲戒処分は、譴責、減給、出勤停止、懲戒解雇の4種類とする。


（譴責）
第43条　譴責は始末書をとり将来を戒める。


（減給）
第44条　減給は始末書をとり1回について賃金の半日分以内、総額においてその月の
総収入の10分の1以内を減ずる。

（出勤停止）
第45条　出勤停止は始末書を取り、7日以内出勤を停止し、その期間は給与を支給しない。


（懲戒解雇）
第46条　懲戒解雇は所轄労働基準監督署長の認定を経て即時解雇とする。

（譴責）
第47条　契約社員（無期雇用を含む）が、次の各号に該当する場合は譴責に処する。
　　　　　ただし情状によっては訓戒に止めることがある。
1 正当な理由なく無断欠勤が3日以上に及んだもの
2 正当な理由ないしに、遅刻、早退、または欠勤したもの
3 この規則、その他会社の諸規定に違反したもの
4 その他前号に準ずる不都合な行為をしたもの

（減給、出勤停止、懲戒解雇）
第48条　契約社員（無期雇用を含む）が次の各号に該当するときは契約解除とする。
　　　　ただし情状により減給、出勤停止に止めることがある。
1 正当な理由なしに無断欠勤5日以上に及んだもの
2 他人に対し暴行、脅迫を加え、またはその業務を妨害したもの
3 職務上所属長の指示命令に従わず、越権専断の行為をなし秩序をみだしたもの
4 故意に職場の施設、備品等を破壊したもの
5 再度の譴責を受けながら、なお職務に怠慢不熱心なもの
6 刑罪法規にふれるような行為をしたもの
7 会社に迷惑を及ぼし、または取引先もしくは従業員の名誉、信用、その他
影響を及ぼす行為をしたもの
8 この規則の第2８条に定める服務規律に違反したもの
9 その他、前各号に準ずる社会通念上不都合な行為をしたもの

（慶弔見舞金）
第49条　契約社員（無期雇用を含む）について慶弔見舞金は支給しない。

付則
第50条　契約社員（無期雇用を含む）が社会保険に必要な基準に達した場合は、延滞なく加入の手続きをとる。

この規則は令和5年5月1日より施行する。


